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平成22年規程第13号 

   国立大学法人東京学芸大学組織運営規程 

 

目次 

 第１章 総則（第１条－第４条） 

 第２章 法人の組織 

  第１節 役員（第５条） 

  第２節 役員会，学長選考会議，経営協議会及び教育研究評議会（第６条－第

９条） 

  第３節 職員（第 10 条） 

 第３章 大学 

  第１節 教育研究組織（第 11 条－第 17 条） 

  第２節 役職（第 18 条－第 25 条） 

  第３節 教授会等（第 26 条－第 28 条） 

 第４章 事務組織（第 29 条） 

 第５章 雑則（第 30 条・第 31 条） 

 附則 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規程は，国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号。以下「法人法」

という。）に基づき設立された国立大学法人東京学芸大学（以下「本法人」とい

う。）の組織及び運営等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 （法令との関係） 

第２条 この規程に定めのない事項については，法人法その他関係法令の定めると

ころによる。 

 （位置） 

第３条 本法人の業務等は，第４条については主として第１号に，第 16 条につい

ては第１号から第６号までに定める位置にある地区において行う。 

 (1) 小金井地区 東京都小金井市貫井北町４丁目１番１号 

 (2) 世田谷（深沢）地区 東京都世田谷区深沢４丁目 10 番１号 

             東京都世田谷区深沢４丁目３番１号 

 (3) 世田谷（下馬）地区 東京都世田谷区下馬４丁目１番５号 

 (4) 竹早地区 東京都文京区小石川４丁目２番１号 

 (5) 大泉地区 東京都練馬区東大泉５丁目 22 番１号 

 (6) 東久留米地区 東京都東久留米市氷川台１丁目６番１号 

 （設置） 

第４条 本法人は，法人法第４条第２項の規定に基づき東京学芸大学（以下「本学

」という。）を設置し，法人法第22条第１項各号に掲げる業務を行う。 



   第２章 法人の組織 

    第１節 役員 

 （役員） 

第５条 本法人に，次の役員を置く。 

 (1) 学長 

 (2) 理事 ４人以内 

 (3) 監事 ２人 

２ 役員に関し必要な事項は，別に定める。 

    第２節 役員会，学長選考会議，経営協議会及び教育研究評議会 

 （役員会） 

第６条 本法人に，学長及び理事で組織する役員会を置く。 

２ 役員会に関し必要な事項は，別に定める。 

 （学長選考会議） 

第７条 本法人に，学長候補者の選考等を行う機関として，学長選考会議を置く。 

２ 学長選考会議に関し必要な事項は，別に定める。 

 （経営協議会） 

第８条 本法人に，経営に関する重要事項を審議する機関として，経営協議会を置

く。 

２ 経営協議会に関し必要な事項は，別に定める。 

 （教育研究評議会） 

第９条 本法人に，教育研究に関する重要事項を審議する機関として，教育研究評

議会を置く。 

２ 教育研究評議会に関し必要な事項は，別に定める。 

    第３節 職員 

 （職員） 

第１０条 本法人に，教授，准教授，講師，助教，副校長（幼稚園にあっては，副

園長），主幹教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，事務職員，技術職員及びその他

必要な職員を置く。 

２ 職員の職務は，学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）及び本法人が別に定める

ところによる。 

 

   第３章 大学 

    第１節 教育研究組織 

 （学部） 

第１１条 本学に，教育学部を置く。 

２ 教育学部に，研究組織として次の学系を置く。 

 (1) 総合教育科学系 

 (2) 人文社会科学系 

 (3) 自然科学系 

 (4) 芸術・スポーツ科学系 

３ 教育学部に，教育組織として次の学群を置く。 

 (1) 総合教育科学群 

 (2) 人文社会科学群 

 (3) 自然科学群 

 (4) 芸術・スポーツ科学群 

４ 教育学部の組織及び運営については，別に定める。 



５ 教育学部の修業年限，教育課程，教育研究組織その他の学生の修学上必要な事

項は，東京学芸大学学則（平成 16 年学則第２号）に定める。 

 （特別専攻科） 

第１２条 本学に，特別支援教育特別専攻科を置く。 

２ 特別支援教育特別専攻科に関し必要な事項は，別に定める。 

 （大学院） 

第１３条 本学に，大学院を置く。 

２ 大学院に，教育学研究科及び連合学校教育学研究科を置く。 

３ 大学院の修業年限，教育課程その他の学生の修学上必要な事項は，東京学芸大

学大学院学則（平成 16 年学則第１号）に定める。 

 （附属図書館） 

第１４条 本学に，附属図書館を置く。 

２ 附属図書館に関し必要な事項は，別に定める。 

 （施設及びセンター） 

第１５条 本学に，次の施設及びセンターを置く。 

 (1) 環境教育実践施設 

 (2) 教育実践研究支援センター 

 (3) 留学生センター 

 (4) 国際教育センター 

 (5) 教員養成カリキュラム開発研究センター 

 (6) 保健管理センター 

 (7) 情報処理センター 

 (8) 放射性同位元素総合実験施設 

 (9) 有害廃棄物処理施設 

 (10)現職教員研修支援センター 

 (11)学生相談センター 

 (12)学生キャリア支援センター 

２ 前項第４号及び第５号のセンターは，学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省

令第 11 号）第 143 条の２第１項に定める施設とする。 

３ 第１項の施設及びセンターに関し必要な事項は，別に定める。 

 （附属学校） 

第１６条 本学に，法人法第 23 条及び国立大学法人法施行規則（平成 15 年文部科

学省省令第 57 号）第４条の規定に基づき，次の附属学校を置く。 

 (1) 附属幼稚園 

 (2) 附属世田谷小学校 

 (3) 附属小金井小学校 

 (4) 附属大泉小学校 

 (5) 附属竹早小学校 

 (6) 附属世田谷中学校 

 (7) 附属小金井中学校 

 (8) 附属竹早中学校 

 (9) 附属高等学校 

 (10)附属国際中等教育学校 

 (11)附属特別支援学校 

２ 附属学校に関し必要な事項は，別に定める。 

 （附属学校運営部） 



第１７条 本学に，附属学校運営部を置く。 

２ 附属学校運営部に関し必要な事項は，別に定める。 

    第２節 役職 

 （副学長） 

第１８条 本学に，副学長を置く。 

２ 副学長は，学長が任命する理事又は職員をもって充てる。 

３ 副学長に関し必要な事項は，別に定める。 

 （学長補佐） 

第１９条 本学に，学長補佐を置く。 

２ 学長補佐に関し必要な事項は，別に定める。 

 （学系長） 

第２０条 教育学部の各学系に，学系長を置く。 

２ 学系長は，教授をもって充てる。 

 （研究科長） 

第２１条 教育学研究科及び連合学校教育学研究科に，それぞれ研究科長を置く。 

２ 教育学研究科長は，学長をもって充て，連合学校教育学研究科長については，

別に定める。 

 （附属図書館長） 

第２２条 附属図書館に館長を置く。 

２ 館長は，学長が任命する理事又は教授をもって充てる。 

 （施設及びセンターの長） 

第２３条 施設に施設長を置き，センターにセンター長（保健管理センターにあっ

ては，所長。次項において同じ。）を置く。 

２ 施設長及びセンター長は，教授をもって充てる。 

 （校長及び園長） 

第２４条 附属学校に，校長（幼稚園にあっては，園長。次項において同じ。）を

置く。 

２ 校長は，教授をもって充てる。 

 （附属学校運営参事） 

第２５条 附属学校運営部に，附属学校運営参事を置く。 

２ 附属学校運営参事に関し必要な事項は，別に定める。 

    第３節 教授会等 

 （教授会） 

第２６条 教育学部の各学系に，教授会を置く。 

２ 教授会に関し必要な事項は，別に定める。 

 （部局長会） 

第２７条 本学に，本学の運営に関する事項を協議し，部局間の連絡調整を行うた

め，部局長会を置く。 

２ 部局長会に関し必要な事項は，別に定める。 

 （委員会等） 

第２８条 本学に，本学の教育研究等に関する事項を審議するため，各種の委員会

その他必要な運営組織（以下「委員会等」という。）を置くことができる。 

２ 委員会等に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第４章 事務組織 

 （事務組織） 



第２９条 本法人に，事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長を置き，事務職員をもって充てる。 

３ 事務局の組織等に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第５章 雑則 

 （規程の改廃） 

第３０条 この規程の改廃は，役員会の議を経て学長が定める。 

 （補則） 

第３１条 この規程に定めるもののほか，本法人及び本学に関し必要な事項は，別

に定める。 

 

   附 則 

 この規程は，平成22年４月１日から施行する。 

 



 

  

国立大学法人東京学芸大学組織運営規程（案）について 

 

制定理由：国立大学法人東京学芸大学としての組織及び運営等に関し必要な事項を規定するため，所要の制定を行うものである。 

制    定（案） （参考）法人法・学校教育法・学則 

 

国立大学法人東京学芸大学組織運営規程（案） 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第４条） 

第２章 法人の組織 

第１節 役員（第５条） 

第２節 役員会，学長選考会議，経営協議会及び教育研究評議会（第６条－

第９条） 

第３節 職員（第10条） 

第３章 大学 

第１節 教育研究組織等（第11条－第17条） 

第２節 役職（第18条－第25条） 

第３節 教授会等（第26条－第28条） 

第４章 事務組織（第29条） 

第５章 雑則（第30条・第31条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は，国立大学法人法（平成15年法律第112号。以下「法人法」

という。）に基づき設立された国立大学法人東京学芸大学（以下「本法人」と

いう。）の組織及び運営等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（法令との関係） 

第２条 この規程に定めのない事項については，法人法その他関係法令の定める

ところによる。 

（位置） 

第３条 本法人の業務等は，第４条については主として第１号に，第16条につい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【法人法】 

（国立大学法人の名称等） 

第四条 各国立大学法人の名称及びその主たる事務所の所在地は，それぞれ別表

（ 参 考 ） 



 

  

ては第１号から第６号までに定める位置にある地区において行う。 

（1） 小金井地区 東京都小金井市貫井北町４丁目１番１号 

（2） 世田谷（深沢）地区 東京都世田谷区深沢４丁目10番１号 

             東京都世田谷区深沢４丁目３番１号 

（3） 世田谷（下馬）地区 東京都世田谷区下馬４丁目１番５号 

（4） 竹早地区 東京都文京区小石川４丁目２番１号 

（5） 大泉地区 東京都練馬区東大泉５丁目22番１号 

（6） 東久留米地区 東京都東久留米市氷川台１丁目６番１号 

（設置） 

第４条 本法人は，法人法第４条第２項の規定に基づき東京学芸大学（以下「本

学」という。）を設置し，法人法第22条第１項各号に掲げる業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 法人の組織 

第１節 役員 

（役員） 

第５条 本法人に，次の役員を置く。 

（1） 学長 

（2） 理事 ４人以内 

（3） 監事 ２人 

２ 役員に関し必要な事項は，別に定める。 

 

第１の第１欄及び第３欄に掲げるとおりとする。 

２ 別表第１の第１欄に掲げる国立大学法人は，それぞれ同表の第２欄に掲げる

国立大学を設置するものとする。 

 

 

 

 

 

（業務の範囲等） 

第二十二条 国立大学法人は、次の業務を行う。 

一 国立大学を設置し、これを運営すること。 

二 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助

を行うこと。 

三 当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究

の実施その他の当該国立大学法人以外の者との連携による教育研究活動を行

うこと。 

四 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供するこ

と。 

五 当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 

六 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であ

って政令で定めるものを実施する者に出資すること。 

七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

【法人法】 

（役員） 

第十条 各国立大学法人に、役員として、その長である学長及び監事二人を置

く。 

２ 各国立大学法人に、役員として、それぞれ別表第一の第四欄に定める員数以

内の理事を置く。 

別表第一 （第二条、第四条、第十条、附則第三条、附則第十五条関係） 



 

  

 

 

 

 

第２節 役員会，学長選考会議，経営協議会及び教育研究評議会 

（役員会） 

第６条 本法人に，学長及び理事で組織する役員会を置く。 

２ 役員会に関し必要な事項は，別に定める。 

 

 

（学長選考会議） 

第７条 本法人に，学長候補者の選考等を行う機関として，学長選考会議を置

く。 

２ 学長選考会議に関し必要な事項は，別に定める。 

 

 

（経営協議会） 

第８条 本法人に，経営に関する重要事項を審議する機関として，経営協議会を

置く。 

２ 経営協議会に関し必要な事項は，別に定める。 

（教育研究評議会） 

第９条 本法人に，教育研究に関する重要事項を審議する機関として，教育研究

評議会を置く。 

２ 教育研究評議会に関し必要な事項は，別に定める。 

 

第３節 職員 

（職員） 

第１０条 本法人に，教授，准教授，講師，助教，副校長（幼稚園にあっては，

副園長），主幹教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，事務職員，技術職員及びそ

の他必要な職員を置く。 

２ 職員の職務は，学校教育法（昭和22年法律第26号）及び本法人が別に定め

るところによる。 

国立大学法人の名称 国立大学の名称 主たる事務所の所在地 理事の員数 

国立大学法人東京学

芸大学 

東京学芸大学 東京都 四 

 

【法人法】 

（役員の職務及び権限） 

第十一条 〔省略〕 

２ 学長は，次の事項について決定しようとするときは，学長及び理事で構成す

る会議（第５号において「役員会」という。）の議を経なければならない。 

一～五 〔省略〕 ３～５ 〔省略〕 

（役員の任命） 

第十二条 学長の任命は，国立大学法人の申出に基づいて，文部科学大臣が行

う。 

２ 前項の申し出は，第１号に掲げる委員及び第２号に掲げる委員各同数をもって

構成する会議（以下「学長選考会議」という。）の選考により行うものとする。 

一～五 〔省略〕  ３～８ 〔省略〕 

（経営協議会） 

第二十条 国立大学法人に、国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機

関として、経営協議会を置く。 

２～６ 〔省略〕 

（教育研究評議会） 

第二十一条 国立大学法人に、国立大学の教育研究に関する重要事項を審議する

機関として、教育研究評議会を置く。 

２～５ 〔省略〕 

 

【学則】 

（職員） 

第１３条 本学に副学長，教授，准教授，講師，助教，副校長（幼稚園にあっ

ては副園長），主幹教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，事務職員及びその他

の職員を置く。 

 



 

  

 

第３章 大学 

第１節 教育研究組織 

（学部） 

第１１条 本学に，教育学部を置く。 

２ 教育学部に，研究組織として次の学系を置く。 

(1) 総合教育科学系 

(2) 人文社会科学系 

(3) 自然科学系 

(4) 芸術・スポーツ科学系 

３ 教育学部に，教育組織として次の学群を置く。 

(1) 総合教育科学群 

(2) 人文社会科学群 

(3) 自然科学群 

(4) 芸術・スポーツ科学群 

４ 教育学部の組織及び運営については，別に定める。 

５ 教育学部の修業年限，教育課程，教育研究組織その他の学生の修学上必要な

事項は，東京学芸大学学則（平成16年学則第２号）に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

（特別専攻科） 

第１２条 本学に，特別支援教育特別専攻科を置く。 

２ 特別支援教育特別専攻科に関し必要な事項は，別に定める。 

（大学院） 

第１３条 本学に，大学院を置く。 

２ 大学院に，教育学研究科及び連合学校教育学研究科を置く。 

３ 大学院の修業年限，教育課程その他の学生の修学上必要な事項は，東京学芸

【学則】 

（学部及び学系） 

第４条 本学に教育学部を置く。 

２ 教育学部に次の学系を置く。 

(1) 総合教育科学系 

(2) 人文社会科学系 

(3) 自然科学系 

(4) 芸術・スポーツ科学系 

３ 教育学部及び学系の組織並びに運営に関する規程は，別に定める。 

 

【教育学部運営規程】 

（組織） 

第２条 教育学部に，研究組織として次の学系を置き，別表第１に規定する講

座・分野により組織する。 

(1) 総合教育科学系 

(2) 人文社会科学系 

(3) 自然科学系 

(4) 芸術・スポーツ科学系 

第３条 教育学部に，教育組織として次の群を置き，別表第２に規定する教室

により組織する。 

(1) 総合教育科学群 

(2) 人文社会科学群 

(3) 自然科学群 

(4) 芸術・スポーツ科学群 

 

【学則】 

（特別支援教育特別専攻科） 

第５条 本学に特別支援教育特別専攻科を置く。 

２ 特別支援教育教育特別専攻科に関する規程は，別に定める。 

（大学院） 

第６条 本学に大学院を置く。 

２ 大学院に関する学則及び規程は，別に定める。 



 

  

大学大学院学則（平成16年学則第１号）に定める。 

（附属図書館） 

第１４条 本学に，附属図書館を置く。 

２ 附属図書館に関し必要な事項は，別に定める。 

（施設及びセンター） 

第１５条 本学に，次の施設及びセンターを置く。 

（1） 環境教育実践施設 

（2） 教育実践研究支援センター 

（3） 留学生センター 

（4） 国際教育センター 

（5） 教員養成カリキュラム開発研究センター 

（6） 保健管理センター 

（7） 情報処理センター 

（8） 放射性同位元素総合実験施設 

（9） 有害廃棄物処理施設 

（10）現職教員研修支援センター 

（11）学生相談センター 

（12）学生キャリア支援センター 

２ 前項第４号及び第５号のセンターは，学校教育法施行規則（昭和22年文部省

令第11号）第143条の２第１項に定める施設とする。 

３ 第１項の施設及びセンターに関し必要な事項は，別に定める。 

 

 

 

 

 

 

（附属学校） 

第１６条 本学に，法人法第23条及び国立大学法人法施行規則（平成15年文部科

学省省令第57号）第４条の規定に基づき，次の附属学校を置く。 

(1) 附属幼稚園 

(2) 附属世田谷小学校 

 

 

（附属図書館） 

第８条 本学に附属図書館を置く。 

２ 附属図書館に関する規程は，別に定める。 

（施設及びセンター） 

第９条 本学に次の施設及びセンターを置く。 

(1) 環境教育実践施設 

(2) 教育実践研究支援センター 

(3) 留学生センター 

(4) 国際教育センター 

(5) 教員養成カリキュラム開発研究センター 

(6) 保健管理センター 

(7) 情報処理センター 

(8) 放射性同位元素総合実験施設 

(9) 有害廃棄物処理施設 

(10)現職教員研修支援センター 

(11)学生相談センター 

(12)学生キャリア支援センター 

２ 施設及びセンターに関する規程は，別に定める。 

 

【学校教育法施行規則】 

第１４３条の２ 大学には、学校教育法第９６条の規定により大学に附置される

研究施設として、大学の教員その他の者で当該研究施設の目的たる研究と同一

の分野の研究に従事する者に利用させるものを置くことができる。  

２   〔省略〕 

【学則】 

 （附属学校） 

第１１条 本学に次の附属学校を置く。 

(1) 附属幼稚園 

(2) 附属世田谷小学校 

(3) 附属小金井小学校 



 

  

(3) 附属小金井小学校 

(4) 附属大泉小学校 

(5) 附属竹早小学校 

(6) 附属世田谷中学校 

(7) 附属小金井中学校 

(8) 附属竹早中学校 

(9) 附属高等学校 

(10)附属国際中等教育学校 

(11)附属特別支援学校 

２ 附属学校に関し必要な事項は，別に定める。 

（附属学校運営部） 

第１７条 本学に，附属学校運営部を置く。 

２ 附属学校運営部に関し必要な事項は，別に定める。 

 

第２節 役職 

（副学長） 

第１８条 本学に，副学長を置く。 

２ 副学長は，学長が任命する理事又は職員をもって充てる。 

３ 副学長に関し必要な事項は，別に定める。 

（学長補佐） 

第１９条 本学に，学長補佐を置く。 

２ 学長補佐に関し必要な事項は，別に定める。 

（学系長） 

第２０条 教育学部の各学系に，学系長を置く。 

２ 学系長は，教授をもって充てる。 

 

 

 （研究科長） 

第２１条 教育学研究科及び連合学校教育学研究科に，それぞれ研究科長を置

く。 

２ 教育学研究科長は，学長をもって充て，連合学校教育学研究科長については，

別に定める。 

(4) 附属大泉小学校 

(5) 附属竹早小学校 

(6) 附属世田谷中学校 

(7) 附属小金井中学校 

(8) 附属竹早中学校 

(9) 附属高等学校 

(10)附属国際中等教育学校 

(11)附属特別支援学校 

２ 附属学校に関する規程は，別に定める。 

 

（附属学校運営部） 

第１０条 本学に附属学校運営部を置く。 

２ 附属学校運営部に関する規程は，別に定める。 

 

 

 （副学長） 

第１４条 副学長は，学長が任命する理事又は職員をもって充てる。 

２ 副学長に関する規程は，別に定める。 

 

 

 

 

（学系長） 

第１６条 教育学部の各学系に学系長を置く。 

２ 学系長は，教授をもって充てる。 

 

【大学院学則】 

（研究科長） 

第７条 各研究科に，研究科長を置く。 

２ 教育学研究科長は，学長をもって充て，連合学校教育学研究科長については，

別に定める。 

 



 

  

 

 （附属図書館長） 

第２２条 附属図書館に館長を置く。 

２ 館長は，学長が任命する理事又は教授をもって充てる。 

（施設及びセンターの長） 

第２３条 施設に施設長を置き，センターにセンター長（保健管理センターにあ

っては，所長。次項において同じ。）を置く。 

２ 施設長及びセンター長は，教授をもって充てる。 

（校長及び園長） 

第２４条 附属学校に，校長（幼稚園にあっては，園長。次項において同じ。）

を置く。 

２ 校長は，教授をもって充てる。 

（附属学校運営参事） 

第２５条 附属学校運営部に，附属学校運営参事を置く。 

２ 附属学校運営参事に関し必要な事項は，別に定める。 

 

第３節 教授会等 

（教授会） 

第２６条 教育学部の各学系に，教授会を置く。 

２ 教授会に関し必要な事項は，別に定める。 

（部局長会） 

第２７条 本学に，本学の運営に関する事項を協議し，部局間の連絡調整を行う

ため，部局長会を置く。 

２ 部局長会に関し必要な事項は，別に定める。 

（委員会等） 

第２８条 本学に，本学の教育研究等に関する事項を審議するため，各種の委員

会その他必要な運営組織（以下「委員会等」という。）を置くことができる。 

２ 委員会等に関し必要な事項は，別に定める。 

 

第４章 事務組織 

（事務組織） 

第２９条 本法人に，事務局を置く。 

【学則】 

（附属図書館長） 

第１７条 附属図書館に館長を置く。 

２ 館長は，学長が任命する理事又は教授をもって充てる。 

（施設及びセンターの長） 

第１８条 施設に施設長を置き，センターにセンター長（保健管理センターに

あっては，所長。次項において同じ。）を置く。 

２ 施設長及びセンター長は，教授をもって充てる。 

（附属学校長） 

第１９条 附属学校に校長（幼稚園にあっては園長。次項において同じ。）を置

く。 

２ 校長は，教授をもって充てる。 

 

 

 

 

 

（教授会） 

第２１条 教育学部の各学系に教授会を置く。 

２ 教授会に関する規程は，別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局） 

第７条 本学に事務局を置く。 



 

  

２ 事務局に事務局長を置き，事務職員をもって充てる。 

３ 事務局の組織等に関し必要な事項は，別に定める。 

 

第５章 雑則 

（規程の改廃） 

第３０条 この規程の改廃は，役員会の議を経て学長が定める。 

（補則） 

第３１条 この規程に定めるもののほか，本法人及び本学に関し必要な事項は，

別に定める。 

 

附 則 

この規程は，平成22年４月１日から施行する。 

 

 

２ 事務局及び事務組織に関する規程は，別に定める。 

（事務局長） 

第１５条 事務局に事務局長を置く。 

２ 事務局長は，事務職員をもって充てる。 

 

 

 

 

 

 


